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  １ 検討会議の意義・協議事項 
  ２ 水素エネルギーの利用動向、国の戦略 
  ３ 水素社会の実現に向けたこれまでの府の取組 
  ４ ワーキンググループの設置 
  ５ 当面のスケジュール 
  ６ その他 



検討会議の意義 

 国の描く水素社会の実現に向け、国の長期戦略のもと、全国
大で官民による取組が進む中、 

 京都議定書誕生の地としての「地球温暖化対策の推進」及び
世界をリードする水素技術を有する「府内企業の発展」という、
水素分野における「環境と経済の好循環」を京都府内で成熟さ
せ、その先にある脱炭素型の水素社会の到来を見据えながら、 

 本検討会議では、その社会像に一歩でも近づくべく、「水素を活
用した地域課題の解決（防災対応力の強化、物流の高度化
など） 」という観点から、今、実践できる具体プロジェクトの立案
を目指す。 

  
    ※ 当面は、「脱炭素型」にとらわれず、利活用の拡大（取り分け地域課題の解決に資する 
         もの）に寄与する事業を推進。 
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水素エネルギー利活用に取り組む意義 

環境負荷の低減 

高効率エネルギー利用 

低炭素 

エネルギーセキュリティ 

エネルギー調達多様化 

日本海側ネットワーク 

産業競争力 

高い技術力 

知財・ノウハウ蓄積 

防災力向上 

大規模・長期間貯蔵 

熱・電供給 

 FCV外部給電 

４つの視点 
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→ その他、企業イメージ・ブランド力 

   向上等の付随的効果も期待 



京都府内の水素サプライチェーンの現状・課題 

製 造 貯蔵・運搬 利 用 

現 状 

 府内に大規模な製造拠
点（副生水素含む）
はなし 

 産業分野では一部オン
サイトで改質水素製造 

 水素ステーション２ヵ所
（FCV37台） 

 エネファーム約１万台 

 産業利用（ガラス製造
等） 

 近隣府県からの輸送調
達（液化水素、圧縮
水素等） 

 （防災用等の）大規
模貯蔵施設なし 

当面の 

見通し 

期 待 

 化石燃料由来水素或
いは副生水素の新たな
大規模供給拠点の誘
致は考えにくい 

 再エネコスト低減・電解
効率向上による府内産
CO2フリー水素の普及 

 輸入水素等、府外から
の安価な水素調達（＋
京都舞鶴港での受入） 

 貯蔵・運搬技術の研究
開発 

 エネルギーキャリアの研
究開発の進展 

 液化効率の向上、輸送
タンクの断熱性向上等
によるコストダウン 

 パイプラインによる日本
海側エネルギーネットワ
ーク構築 

 FCV・ステーションの普
及 

 家庭用を中心とした燃
料電池システムの普及
拡大 

 新たな分野（物流、交
通、防災等）での水素
利用による需要拡大 

 → 地域課題の解決 
 → 府民の理解・認知向上 
 → 府内企業の産業振興 5 



検討会議の協議事項（案） 
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京都府の地域特性を活かした脱炭素型の水素社会の
将来像（目指す絵姿） 

 

その実現に向けた中短期アクションプラン（水素需要拡
大、地域課題解決に資する実証事業等）の立案 
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広がる水素エネルギー利用（以下、事例） 

１ 物 流 

• 港湾、市場、工場、倉庫等
へのFCフォークリフトの導入 

• コンビニ配送FCトラック導入 

２ 交通（バス） ３ 交通（電車） 

４ 防 災 ５ 観 光 ６ 公 共 

• 路線バス、空港連絡バス等
へのFCバスの導入 

• 燃料電池・蓄電池ハイブリッ
ド列車の導入 

広島県で燃料電池船の実証実験 

三菱ロジスネクストが開発中 
のFCフォークリフト 

• 防災拠点における業務用
燃料電池（自立型エネル
ギー供給システム）の導入 

• 宿泊施設への熱電供給 

• 観光バス、遊覧船でのFC
活用 

• 庁舎、体育館、温水プール
等における業務用燃料電
池の活用 

19年2月、京浜急行バスが民間で初めてFCバスを導入 JR東日本が燃料電地で走る鉄道車両を開発 

宮城県の総合運動公園に災害での活用も 
視野に入れた水素発電設備を導入 8 

 環境性能、自立分散型エネルギー（熱含む）供給等の観点から、様々
な分野・施設において水素エネルギーの活用が広がり始めている。 

横浜市の新市庁舎に燃料電池を導入予定 

セブン-イレブンとトヨタが 
19年4月にFC小型トラ 
ックの実証を開始 

※ 各企業・団体ホームページ、プレス資料より引用 

低炭素・作業効率 低炭素 低炭素 

自立エネ・熱利用 自立エネ・熱利用・低炭素 自立エネ・熱利用・低炭素 



国の戦略策定等の動き 

■ 2017年12月 「水素基本戦略」策定 

  → 2050年のビジョンとその実現に向けた2030年までの行動計画を明記 

■ 2018年07月 「第５次エネルギー基本計画」閣議決定 

   → 電気、熱に並ぶ２次エネルギーとして水素を位置付け 

■ 2018年10月 「水素閣僚会議」開催 

   → 世界で初めて閣僚レベルで水素社会実現をメインテーマとする「水素閣僚会議」を開催 

■ 2019年03月 「水素・燃料電池戦略ロードマップ」改定 

   → 水素基本戦略等の目標達成に向けた詳細なロードマップを策定 

■ 2019年06月 「パリ協定に基づく長期戦略」閣議決定 

   → CO2排出削減に貢献する水素エネルギーの活用施策の方向性を明記 9 

国の各種戦略において、水素エネルギーは、脱炭素化やエネルギー
転換の取組を実現するための重要な選択肢として位置付け。 



（参考）水素社会のイメージ（環境省ＨＰ引用） 
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水素社会実現に向けたこれまでの府の取組 

◆ 京都府次世代自動車普及推進協議会「ＦＣＶ・水素社会部会」 

府内におけるＦＣＶの普及促進及び水素エネルギーの運
輸部門での活用等に係る研究を目的として「京都府次世
代自動車普及推進協議会」に「FCV・水素社会研究部
会」を設置（2015年２月～） 

目 的 検討項目 

• ＦＣＶ普及方策 

• 水素ステーション整備計画の検討 

• 府内における水素関連産業のあり方 等 

◆ 「京都府燃料電池自動車普及・水素インフラ整備ビジョン」策定 

自動車メーカー(トヨタ、日産、三菱、ホンダ)、学識経験者、経済団体、行政 等 

委 員 等 

地球温暖化対策を一層推進するため、「水素社会」の実
現に向けてFCVの普及や水素ステーションの整備に関する
目標を定めるとともに、その達成に向けた具体的な取組等
を明らかにする。 
 （計画期間は2025年度を見据え2020年度まで） 

策 定 趣 旨  普及目標 

ＦＣＶ ｽﾃｰｼｮﾝ 

2020年度 1,500台 7箇所 

2025年度 20,000台 16箇所 

現 状 37台※ 2箇所 

12 ※ 2017年度末時点 



（参考）京都府燃料電池自動車普及・水素インフラ整備ビジョン 
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⇒ 達成見込み 



（参考）京都府における水素ポテンシャル 

Dr.Driveセルフ菱川店 
水素ステーション 
（ JXTG ） 

上鳥羽移動式水素ステーション 
（大阪ガス（株）） 

三菱ロジスネクスト(株) 
（燃料電地フォークリフト開発） 

大阪府・和歌山県 

等から 水 素 

製造工程で水素を必要とする事業
者等（一部オンサイト製造あり） 

久御山町水素ステーション 
（予定） 

（岩谷産業（株）） 

• 京セラ(株)（燃料電地） 

• (株)SCREENホールディングス 
     （膜製造技術） 

• NISSHA(株)（各種センサ） 

• (株)KRI（分析・研究等） 

• GTRテック(株)（各種センサ） 
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水 素 
海外から 
の輸入 

日本海ネットワーク 
(新潟県等)の活用 

水 素 

～将来像～ 

(株)ルネッサンス・エナジー・リサーチ 
（ガス分離技術） 

（出所）大阪ガス(株)ＨＰより引用 
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ワーキンググループの設置案 

水素活用防災WG 

包括協定を締結するコンビニ等（災害時帰宅支
援ステーション）における環境負荷の低減、災害
時の観光客・帰宅困難者受入や物資供給を目的
に自立分散型燃料電池システムを導入 

物流拠点等FCFL普及WG 

スケジュール 
‘19 WG検討、府予算化（経産省補助上乗せ等） 
    実証地域・パートナー選定 
‘20 実証事業（複数店舗等での実証） 
‘21 実装・拡大 

スケジュール 
‘19 WG検討、実証地域・パートナー選定 
‘20  実証事業①（特定地点での実証） 
      実証事業②（複数地点での効率的水素運搬等） 
‘21 市場投入・販路拡大（仮） 

WG構成メンバー 
メーカー等：燃料電池メーカー等 
実証主体：コンビニ、ショッピングモール  など 

WG構成メンバー 
メーカー等：物流機器メーカー、水素輸送 など 
実証主体：製造工場、物流拠点  など 

京都府水素社会みらいプロジェクト検討会議 

目的：水素を活用した災害対応力向上 
（観光客・帰宅困難者支援、物資供給拠点確保） 

目的：府内産FCFLの普及拡大 

府内の工場・物流拠点（港湾等）をフィールドに
府内企業の開発による燃料電池フォークリフトの性
能試験、ユーザー側の利便性向上、最適な水素
供給方法等を検討（→実証） 

16 



（イメージ）水素を活用した防災力強化 

17 大阪湾等 

舞鶴港等 

水素 

ＬＮＧ 

水素 

エネファーム 

ＬＮＧ 

業務用燃料電池 

（純水素型） 

業務用燃料電池 
（改質水素） 

日本海ネットワーク 

（他府県とのパイプライン融通） 

FCV外部給電 

イワタニ大田区池上水素ステーション 
×セブンイレブン（×なないろ保育） 

液化水素 

コンビニ等併設水素ステーション 

一般家庭 

 水素を活用した自立分散型エネルギー供給システムは災害時の多様な活躍が期待。 



（イメージ）物流分野等からつながる水素社会 

市場 

避難所 

港 

倉庫 

工場 

専用インバータ回路搭載により外部給電可（AC 100V） 

→ 災害時は移動式非常用電源として活用 

  作業効率向上 

・ 最後まで100％出力 

・ 充電時間３分 

 倉庫保管効率向上 

・ 予備バッテリー不要 

  環境性向上 

・ 稼働時CO2ゼロ 

・ 振動・騒音低減 

物流分野等におけるＦＣフォークリフトの導入メリット 

関空で実証中の燃料電池フォークリ
フト。府内の工場、物流拠点等での
活用に期待 
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水素基本戦略との位置付け 

「京都府燃料電池自動車普及・水素インフラ整備ビジョン」にて推進 

LNG火力発電所の誘致が前提（現在府内に存在せず） 

※ 「京都舞鶴港スマート・エコ・エネルギーマスタープラン」においてLNGインフラ整備を推進 

検討会議にて重点的に取り組む分野 
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本年度のスケジュール（案） 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 
10 

月 

11 

月 

12 

月 
１月 ２月 ３月 

検討会議 

（親会議） 

防災WG 

物流WG 

第１回 第２回 

第１回 第２回 第３回 

第１回 第２回 第３回 
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（仮） 



当面のロードマップ（案） 

18年度 

上半期 

18年度 

下半期 

19年度 

上半期 

19年度 

下半期 

20年度 

上半期 

20年度 

下半期 

21年度 

上半期 

21年度 

下半期 

物流WG 

防災WG 

技術／社会実証期 初期導入期 基礎開発期 

WG 

実証事業① 

実証事業② 

※ 市場投入後に国庫補助等を活
用したさらなる実証を計画 

地点、参加企業調整 

製品開発 

WG 

府予算検討 

実証事業 実装・拡大 

社会実証 普及・拡大 検討 

経産省SOFC補助金 
＋府補助金上乗せ（P） 

府予算検討 

地点、参加企業調整 
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以下、参考資料 



（参考）京都舞鶴港スマート・エコ・エネルギーマスタープラン 
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